
令和 6 年度事業計画 
 
法⼈本部 
 地域貢献事業については第 2 種社会福祉事業の補装具製作事業に
おいて、医療施設等と連携し、安価な補装具の提供に取り組むこと
とする。 
 さらに、他の社会福祉法⼈と協定を結び、それぞれの法⼈が所有
する補装具を無償メンテナンスするほか、他法⼈施設の利⽤者や⼊
居者が所有する補装具の無償メンテナンス、無償修理事業に積極的
に取り組むこととする。 
 また、臨時的に補装具を必要とする、市⺠・県⺠に対し無償で貸
し出しを⾏う事業についても、積極的に実施することとする。 
 職員の健康管理については、福島県と協会けんぽが推進する健康
優良事業所活動に参画し、令和 6 年度も健康事業所宣⾔を発し、健
康優良事業所の認定を⽬指すこととする。そのため、健康にかかわ
る業務を専⾨とする職員を新たに配置することとし、諸事業、諸制
度を⼀元的に管理することとする。 
 職場環境改善事業として、施設内最低賃⾦を賃⾦規程に盛り込む
ほか、パートタイマー職員に対し、賞与を⽀給することを明⽂化す
るよう、取り組むこととします。 
 研修事業を始めとする職員育成関係については、予算こそ⼤幅に
減額することとしたが、インターネットを活⽤した各種研修、⾏政
や福島県社会福祉協議会が主催する、無料、もしくは低額な参加費
で登録できる研修会に積極的に参加し、社会が必要とする⼈材の育
成に努めることとする。 
 購買事業については過去において機械設備のメンテナンスを計画
的に実施し、⾞輛についても⼊れ替えを⾏ってきたので、令和 6 年
度当初予算においては、予算化を⾒送ることとする。 
 コロナ感染の拡⼤や補装具の減額改定が⾏わる中、明らかとなっ
た単⼀事業のみの法⼈運営の弱みを反省し、⾼齢化社会や核家族化、



社会的つながりの希薄化が進む中、社会的弱者が必要とする事業の
実施について、検討を進めることとする。 
 補装具製作事業については、材料費の⾼騰について常に⽬を配る
ほか、事務経費の節減につとめ、事業運営に係るコスト削減を実現
するよう、幹部職員に対し指導を⾏う事とする。 
 
業務部 
 ⼈員の減及び補装具の減額改定により事業収⼊・収益ともに⼤き
く後退してきたが、令和 6 年 4 ⽉ 1 ⽇改定予定の、補装具の⽀給基
準において、6％から 10％の増額改定が⾏われることを端緒とし、
収⼊・収益ともに増加させることを、最⼤の⽬標に置くこととする。 
 ⾝障⼿帳交付における事業については、各利⽤者様との信頼関係
をさらに深める。医療機関を中⼼とする健康保険事業においては、
ドクターやスタッフとの関係構築に努め、積極的に提案型の業務を
⾏う事とする。 
 今回実施される⽀給基準の改定では、減額される部分も多々ある
ものの、事業者や補装具の利⽤者に対し配慮される部分が、多く⾒
受けられた。具体的には、今までざっくりとした区分けだったもの
がより細分化され、補装具を製作するうえで、現状に合った、より
現実的な区分けとなった。そのため、今まで利⽤者個⼈に負担して
もらっていたケースが、ほぼなくなることが⾒込まれるので、より、
利⽤者の実⽣活、実態に合った補装具製作の提案を⾏う事が可能と
なった。また、補装具を製作するうえで曖昧だった基準が、ほぼ解
消されたので、我々事業者も収⼊の増、コストの縮減が⾒込まれる
こととなった。 
 令和 6 年度では、以上のことを踏まえ、利⽤者様や患者様が安⼼
して補装具の提供を受けることが出来るよう、また、より⽣活しや
すい補装具の提供を受けることが出来るよう、利⽤者様・患者様、
⾏政や医療機関との関係性を⾼め、職員同⼠の情報交換をきめ細か
く⾏うとともに、知識の向上をはかり、今まで以上に、利⽤者様や



患者様が、必要とする補装具の提供に努めていくこととし、事業収
⼊２億１５００万円を⽬標とする。 
 
製造部 
 材料費は完成⽤部品、その他の素材ともに値上げが続いている。
製造部としては、粘り強く価格交渉を⾏い、当⽅の⽴場を理解して
いただくよう、それぞれの問屋に求めることとする。 
 また、情報収集をしっかりと⾏い、より安価な同等品の発掘を続
けていくよう努め、材料の⾼騰が続くことが予想されるが、安易に、
安かろう、悪かろうの素材に⾶びつくことはせず、不断の努⼒で材
料費率の低下を⽬指すこととする。 
 製造に携わる職員に対しては、常に歩留まりを意識させ、材料の
無駄遣いをしないよう指導していく。 
 完成⽤部品についても、補装具の再製作を減らすことにより、出
費を抑えることとし、材料費⽀出については最⼤８４００万円を上
限とする。 
 補装具製作に対する技術⼒向上、知識の向上については、業務部
や研修事業を担当する⼈材育成総室⻑とも連携し、⽇頃からこまめ
に技術指導を⾏うとともに、メーカーや補装具関係の各種学会が主
催する、インターネットを活⽤した研修に参加することにより、知
識の向上に努め、より効率的・効果的な補装具製作を実現すること
とする。 
 


